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１．はじめに
意思決定のモデル化の研究は、経営システムエ学
の領域、特に、生産システムの領域でオペレーショ
ンの問題を中心に、これまで活発に行われてきた。
近年、技術革新をはじめとする経営を取巻く環境変
化の下で、意思決定の関心が研究開発（技術経営）
にも広がりつつあるという状況の下で、日下は、生
産設備投資の意思決定問題を中心にしたモデル化の
研究［１１］～［16］から、研究開発領域でのモデル
化［17]，［19]～[23］へと研究対象を広げてきた。
こうした研究対象領域の拡大に伴い、モデリング・
アプローチにおける問題設定（発見・創造）のウェ
イトが従来に比して一層高まり、「技法指向のアプ
ローチ」から「問題指向と技法指向の２つのアプロ
ーチをバランス良<達成させる」という考え方が重
要になりつつある。しかしながら、それらの背景は
これまでに体系的に明らかにされていなかった。近
年の研究開発領域における意思決定の重要性に鑑
み、この領域でどのような変化が生じ、それが投資
の意思決定研究にどのような影響を与えているか、
また、モデリング・アプローチによる研究を進めて
いく際にどのような視点が必要とされているかを、
個別研究の次元を超えて体系的に考察することは、
今後の研究を進める上で重要である。
本研究は、「モデリング・アプローチによる投資
の意思決定研究」に焦点をあて、現在生じつつある
変化、意思決定研究におけるモデリング・アプロー
チの役割、投資の経済的意思決定研究でこれまで重
要な役割を果たしてきた経済性工学の役割の再吟
味、投資の意思決定研究の視点などを考察し、新た
な状況の下での研究の課題を明らかにする。
2．技術革新下における意思決定問題と
モデリング・アプローチの役割
日下泰夫
２．１意思決定問題の特徴
情報技術、素材・材料技術、ナノテクノロジー、
マイクロエレクトロニクス、バイオテクノロジーな
どの技術革新の下で、企業・産業は今大きく変貌し
つつある。企業・産業は、Ｒ＆Ｄに積極的に取り組
むことによって技術革新を自ら創出すると同時に、
外部の成果を積極的に取りこむことがこれまで以上
に必要とされている［7]，［26]。さらに、貿易摩擦
の激化、価値観の多様化、人口爆発・食糧問題、環
境問題の深刻化など、企業を取巻く外部環境変化は
加速化している。これらの環境変化は、非構造的、
不連続的、加速的、多面的、広領域的という言葉で
特徴化され得るであろう［１８]･製品・サービス・
情報を生産し、社会に提供することに関わる経営活
動がこれらの外部環境変化によって大きく影響を受
け、これまでに直面したことがないような新たな問
題解決を迫られている。
外部環境変化の下での解決すべき問題は、いわゆ
るSimonが言うところの悪構造（不良構造）の問題
(ill-structuredproblem）［18]，［35］である場合が
多く、最初は、認識されていない、あるいは、設定
されていない場合が多い。従来の考え方や方法の延
長では問題の存在が認識され得ないか、或いは、問
題が創造され得ないという性格を有している。従来
の考え方を創造的に破壊する発想への転換､つまり、
パラダイムの転換［2]，［9]，［18］をして、初めて
問題が発見され得るか、もしくは、新たな問題が創
造され得る場合が多い。変化の時代には、変化の
潮流を洞察し、パラダイムの意識的転換をはかるこ
とが問題解決の重要なポイントとなるであろう。こ
のような新たな問題を解決するには、過去の理論、
方法、技法、経験を活用すると共に、新たな理論、
方法、技法を開発することも重要であろう。
投資の意思決定研究を考察するに先立って、「問
－９－
題解決」と本研究のテーマである「意思決定」の関
連性に若干言及しておこう。意思決定は問題解決の
１つの局面であり、１つの問題解決においても複数
の意思決定局面が存在し得る。それゆえ、一般には、
前者は後者に比べてより広範な内容を含んでいると
考えられる。しかしながら、意思決定は問題解決の
中心的な機能を担っていると考えられるので、ここ
では、問題解決と意思決定を殆ど同じ意味を有する
ものと見なして、以後の考察を進めることにする。
意思決定過程は、図１に示すように、外部環境の
認識、課題の発見･創造、適切な評価基準の設定、
代替案の創造、代替案の評価、代替案の選択（決定）
という段階を踏んでなされる［18]･
経営の意思決定問題の特徴を考察するにあたって
は、技術革新などによる環境変化の下での意思決定
問題を考察する必要があろう。既に述べたように、
非構造的・不連続的、加速的、多面的、広領域的な
環境変化に留意すると、意思決定問題には以下のよ
うな特徴が考慮される：
意思決定問題は、基本的には、問題それ自体が分
からないか、あるいは、漠然としている悪構造の問
題として特徴化され得る。過去に経験していない新
たな問題であり、パラダイムの転換を通じて問題の
存在が発見・認識されるか、あるいは、問題それ自
体が創造される場合が多い(')。これまでに経験した
ことがないような新奇な問題は、従来の問題が有し
ていない新たな構造を内包している。それゆえ、問
事前前提：観察し得る事実に関する知識
毒童さ二Ｅ
暗黙裡の価値基準、､､､.．
剣
題の既述には、問題の本質的な構造を反映した新た
なモデルが構築される必要があろう。企業の将来を
方向づけるような戦略的な要因を含むため､定性的、
複雑、かつリスクの高い問題となる。こうした問題
は、明確で一貫した経営戦略・技術戦略の下で解決
される必要があるという意味で、戦略駆動的である
[24]・
意思決定に用いられる評価基準は、問題の性格を
反映して、定性的、多目標的、戦略的となる。従来、
Ｒ＆Ｄをはじめとする投資の意思決定における定量
的な研究が生産等のオペレーションの研究に比して
遅れた理由の１つは、このような評価基準を取り扱
うために開発された諸技法を効果的に利用する方法
がこれまでに提案されてこなかったことによるもの
と考えられる。階層分析法（AnalyticHierarchy
Process:ＡＨＰ）［27]，［30]，［38]，包絡分析法
(DataEnvelopmentAnalysis:DEA）［１]，［27]，［39］
が開発されて久しいが、これらは、現在、このよう
な問題を解析する有力な技法となっている。
意思決定過程における代替案の設定は重要な段階
である。複数の代替案から評価基準に適合する代替
案を選択するためには、意思決定に影響する意味の
ある複数の候補代替案を効果的に創造することが重
要となる。代替案は最初から存在しているわけでは
なく、人間の思考活動によって創り出されるという
意味で、極めて創造的である。その際、問題の’性格
から、代替案の創造にも戦略的な要因が考慮される
べきであろう。この過程が合理的に行われないと、
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表１技術革新下における意思決定問題の特徴
悪構造的、新奇、創造的、発見的、戦略的、定性的、複雑、リスク大
パラダイム変革的、経営戦略/技術戦略駆動的
本質的な構造を反映した新しい問題の記述
定性的、多目標的、戦略的
戦略的、創造的、複合的（組み合わせ的）
過程重視（試行錯誤的、手順指向的、学習的)、意思決定における定量
的モデルの使用（モデリングによる意思決定過程の明示化)、経験と勘
の明示的導入
出所：［18]，友4.1,ｐｌｌ７をもとに作成
たとえ残りの過程が適切であったとしても、合理的
な意思決定は行われ得ない。「意思決定に影響を与
える複数の重要な代替案をどのように創造するか」
は、評価基準の選択と共に、意思決定の質に大きく
影響する。これらは問題指向のアプローチを通じて
なされ得る。
意思決定問題の暖昧さ、複雑さ、リスクの大きさ
に留意すると、意思決定は１回でなされるというよ
りは、最終的な決定がなされる前に、試行錯誤的・
反復的に種々の試みがなされると考えた方が自然で
あろうｉ２Ｉｏまた、最終的な決定がなされ意思決定が
実行に移されても、その後不確実な要因が明確にな
ったり状況が急激に変化したりして、意思決定が途
中で変更されたり、実施によって得られた結果を踏
まえて意思決定が修正されたりする。それゆえ、図
ｌの過程は、左上から右下に一方向的に流れるので
はなく、飛躍や後戻りが生じ得る。以上から、意思
決定は過程重視（試行錯誤的、手順指向的、学習的）
[37］となろう。このような過程では、定量的なモ
デルに意思決定者の経験と勘を明示的に導入するこ
とも重要な視点となろう(３１．
技術革新下における意思決定問題の特徴は表１に
要約される。
２．２意思決定研究における
モデリング・アプローチの役割
本節では、意思決定研究におけるモデリング・ア
プローチの役割を明らかにする。最初に、モデル、
モデルの分類、定量的モデル［3]，［１８］について
検討し、次に、本研究で使用されるモデリング・ア
プローチの概念を明らかにする。
モデルは、現実を抽象化あるいは単純化し、現実
に関係する本質的な事柄を抜き出し、作られた「現
実に似せたもの」である［3]･現実を操作すること
が不可能か、大きな犠牲（リスク、費用、時間）を
伴う場合に、現実を操作する代わりにモデルを操作
することによって、現実の挙動を説明、予測・評価
しようとする。それゆえ、モデルは現実を出来るだ
け忠実に反映すること（現実性；その結果、モデル
は複雑となる）と同時に、操作が容易となるように
出来るだけ単純であること（単純性）が要求される。
現実性と単純‘性は相反するから、モデル構築におい
ては相反する要求のバランスをとること（モデルビ
ルディングにおけるトレードオフ）が要求される。
このトレードオフには高度な技術が要求される。モ
デリング・アプローチが現実の意思決定でそれほど
普及しない理由の１つはこのモデルビルディングの
難しさにあると考えられる。
モデルは記述的モデルと規範的モデルに分類され
る［3]･記述的モデルとは現象をありのままに既述
した良し悪しの価値基準を含んでいないモデルであ
る。一方、規範的モデルは良し悪しの価値基準を含
んだモデルである。技術、工学は必要とされるシス
テム、製品、サービス等を社会に提供することに関
わっているから、ここでは、社会、人間、消費者あ
るいは顧客にとって何が良いかという良し悪しの価
値基準が問われる。自然科学では主に記述的なモデ
ルが使用される一方、技術、工学では規範的なモデ
ルが使用される“'･経営の意思決定研究に用いられ
るモデルは、経営者・意思決定者にとっての良し悪
しを反映した規範的モデルが多い。しかも、意思決
定を実際に支援するためにモデルを操作することが
要求される場合が多いから、操作性の高い定量的な
モデルが要求される。定量的なモデルを構築し、具
－１１－
体的な解を提供することによって、意思決定を支援
するアプローチ（以下、モデリング・アプローチと
呼ぶ）は意思決定の重要な研究分野といえよう。
ＯＲ（OperationsResearch）はこれまでこのよう
な定量的モデルの構築と解析に関わり、生産システ
ムなどのオペレーションの問題解決に顕著な貢献を
してきた。Ｒ＆Ｄの意思決定問題をはじめとする技
術革新下における意思決定問題は、表１に要約され
ているように悪構造の問題として特徴づけられ、定
量的なモデルの構築と解析は一般に難しいと考えら
れてきた。しかしながら、著者は、定性的、戦略的
な要因を含む意思決定の問題にも、たとえ部分的で
あるにせよ、モデリング・アプローチの適用が可能
であるとの見通しを持って、Ｒ＆Ｄを中心とした意
思決定問題のプロトタイプ・モデルの構築に取り組
んできた。意思決定問題におけるモデリング・アプ
ローチの役割とは何か、これを明らかにしておきた
い。
その役割は「操作性の高い定量的、客観的なモデ
ルを構築し、それを通じて具体的な解（情報）を提
供し、意思決定を支援する」ことにある。意思決定
に出来るだけ定量的･科学的な技法を導入すること
が必要となろう。しかしながら、このアプローチは
数学的なモデルを使用する場合が多いので、モデル
の構築が難しい、多くの仮定を設定して複雑な問題
(現実）を単純化し過ぎる、実際の意思決定で重要
な制約条件などがモデルに組み込まれにくい、試行
錯誤のプロセスが既述できない等の改善されるべき
課題も有している。
表ｌに要約した意思決定問題の性格から、意思決
定では、経験と勘もかなり使用されてきた。理論的
には、ベイジアン決定理論（BayesianDecision
Theory)、ＡＨＰ､デルファイ法（DelphiMethod）
などはこのような経験や勘を取り込んだ客観的な評
価技法として知られている。一方、客観的な技法に
よらない経験や勘の使用も現実には行われている。
経験と勘の使用は意思決定では重要であり、今後も
使用されるべきであろう。ただ、こうした意思決定
では、これらがどこでどのように使用されてきたか
という意思決定のプロセスが明示されないという問
題点を有している。モデリング・アプローチの使用
は、意思決定過程を明示化し、客観的に把握するこ
とに貢献し得ると考えられる。
3．投資の意思決定の新局面
３．１研究開発投資の重要性
経営には種々の意思決定問題が考えられるが、近
年の日本企業においては、生産から研究開発へと意
思決定の重点が移行しつつあることが指摘されてい
る。ここで、その背景を考察しよう。
日本企業は、明治時代以来外国技術を積極的に導
入してきた。特に、第二次世界大戦後、荒廃した生
産力を立て直すために、品質管理技術（統計的品質
管理：sQc）を米国より積極的に導入し、それを日
本流にアレンジし、小集団活動を含む日本独自の全
社的品質管理（TQC）を生み出し、生産技術・品質
管理技術の向上を図ってきた［18]。ここでは、「よ
り高機能に｣、「より便利に｣、「より高品質に」「よ
り低価格に｣、「より早く」、「より軽く」、「より小型
に」という市場アメニティーを追求する日本型大量
生産システムを確立し、世界のトップに躍り出た。
日本企業の多くはプロダクト・イノベーションを、
性能向上・改良型のインクリメンタル・イノベーシ
ョン、あるいは、プロセス・イノベーションに重点
を置いてきた［43]。しかしながら、貿易摩擦、研
究開発のただ乗りに対する諸外国からの批判、中国、
韓国をはじめとするアジア諸国の台頭などの状況下
で､技術・コンセプトを欧米に依存しつつ生産技術、
品質管理技術によって商品開発に磨きをかけるこれ
までの日本流のやり方一辺倒では、今後の厳しいグ
ローバル競争に勝ち抜いていくことは困難になって
いる。日本企業には、生産重視一辺倒から、研究開
発重視へのパラダイム転換をはかり、独創的な商品
を開発することが求められている［8]，［42]，［43]◎
外国の科学技術を導入しキャッチアップする経営か
らフロントランナーとしての創造的な経営への姿勢
転換が求められており、この試みは既に着手されて
いる。ここで注意すべきことは、研究開発重視への
パラダイム転換といっても、日本企業が有していた
生産技術･品質管理技術の優位性は今後も維持され
るべきであろう。一頃、中国をはじめとするアジア
諸国へ生産拠点を移管することによって生産の空洞
化が問題とされたが、近年は高度な技術を必要とす
る生産を日本国内に回帰させ生産の棲み分けを図る
傾向が徐々に定着しつつあるようである（例えば、
[45］を参照のこと)。
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出所：［44］より作成
表２今後30年間に企業経営者が重視すべき項目
①研究開発力・技術力
②収益性
③販売力・マーケティング力
④品質管理
⑤知的財産
⑥ブランドカ
独創的な製品・サービスの創造
①と③の結果
顧客の獲得
日本企業のお家芸を磨き続ける
????????
３．２研究開発投資の意思決定特性
投資の意思決定では、近年、投資が巨額化し、投
資期間が長期化し、技術が複雑化することによって、
リスクが大きくなりつつある。研究開発投資も設備
投資も、一般には、戦略的、定性的、リスキーとい
う点では、同じ特徴を有している。しかしながら、
研究開発投資と設備投資では、その特徴に若干の違
いがあることを先に言及した。この点に留意しなが
ら、研究開発投資の意思決定特性を明らかにしたい。
研究開発、とくに基礎研究では、投資期間が１０
年以上にも及ぶことも珍しくない。市場に投入され
るべき商品が不確定のため投資の経済的効果を事前
に予測することが出来ない場合が殆どであり、投資
のキャッシュフローを基準に投資の意思決定を行う
ことは極めて困難となる。キャッシュフロー基準に
代わる別の戦略的、定性的、多目標的な価値基準を
設定することが必要となろう(5)。
表２は、今後30年間に企業経営者が重視すべき
キーワードに関するＷｅｂアンケート調査の結果を
示している。
研究開発力・技術力の向上によって、独創的な製
品・サービスを創造し、技術とマーケティングを両
輪とする高収益企業のイメージが描かれている。そ
れと同時に、品質管理を重視して、今後も日本企業
のお家芸を磨き続けることも重要であるとしてい
る。日本企業の今後の進むべき道を、Ｗｅｂ回答者は
このように認識している。
既述のように、投資の意思決定研究は、生産設備
から研究開発へとその対象を広げてきた。投資の意
思決定という点ではどちらも同じではあるが、生産
設備を対象にしたモデルと研究開発のそれとでは、
若干の差異があると考えている。以後では、研究開
発投資の意思決定の特’性を考察しよう。
他方、設備投資も巨額な投資を伴うリスクの大き
い投資であることに違いはない(6)が、具体的な商品
やサービスの生産のための設備投資であり、計画着
手期間も１，２年後と比較的近い将来から始まり、
販売予測・販売計画から利益計画を算定することが
研究開発投資に比べると比較的容易である。研究開
発でも、商品の開発段階では販売予測･販売計画に
基づく利益計画が比較的容易に策定できる場合が多
いから、投資のキャッシュフローを算定することも
可能となろう。このような状況では、経済的投資の
意思決定モデルが適用可能となる。
３．３日下により提案された製品開発モデル例の
紹介
投資の意思決定のねらいは、限られた経営資源
(人、資金、設備）と時間制約の下で、得られる効
果を最大にするように政策を決定することにある。
得られる効果としては金銭的価値が採用される場合
もあるが、それ以外の総合的価値（パフォーマンス）
が採用される場合もある。近年は、表ｌに示した意
思決定問題の特徴から、評価基準が戦略的、多目標、
定‘性的な'性質を有する場合が多い。以下では、モデ
リング・アプローチによる投資の意思決定研究の具
体的な例として、日下による製品開発モデル
[19］＆［20］を紹介することによってその具体的
イメージを明らかにし、次章の橋渡しとする(7)。
ある定められたコンセプトと開発期間の下での製
品開発（ＰＤ）を想定している。製品は、基本機能、
操作性、信頼‘性、保守'性、環境適合性、安全性など、
ｍ種類の評価基準＆（j=1,…,、）によって評価さ
れ得る｡製品は主要な諸機能を実現するｎ種類の機
能ユニットＥｉ（ﾉｰ １，…,”）から構成される。各機能
ユニット丹に対して、万個の可能な開発代替案町ｋ
(ﾙｰ1,…,巧）が考えられ、それらのコスト“が見
－１３－
積もられているものとする。各機能ユニットでは、
唯一の代替案が選択される。評価基準は定性的、多
目標的な性格を持ち、各評価項目ＥｊのウェイＭ）ｉ
と機能ユニット乃の各代替案町kの評価値吻kが階
層分析法によって評価され得るものとする。かくし
て、問題は、コスト制約下で総合パフォーマンス
(各評価項目の重みづけ平均値）を最大にするよう
に、すべての機能ユニットに対して一組の組み合わ
せ代替案（CombinationAltemative:CA）を選択す
ることである。この問題の階層図は図２に示され
る。各機能ユニット乃の代替案“はこれらのうち
の１つが選ばれると他の代替案が選ばれ得ないとい
う意味で、互いに排反的である。機能ユニットの代
替案のコストについては加法性を仮定する。この問
川
題は岬個の組み合わせ代替案から最適な組み合
わせ代替案を選択する問題であり、動的計画法、あ
るいは、０－１整数計画法によって定式化され得る。
コスト制約ｃの下で総合パフォーマンス（総合評価
値）を最大にする、各機能ユニットの代替案を選択
する問題は０－１整数計画法のナップサック問題
[10]，［27］として定式化される：
この問題は組み合わせ代替案数が小さい場合は全
数列挙法によって解かれ得るが、大規模になる場合
は、最適解を効率的に探索する分枝限定法
(Branch＆Bound）に基づくアルゴリズムを開発す
ることが有効となる。製品開発におけるコスト制約
レベルをどのように設定するかは重要な問題であ
る。意思決定者は市場におけるいくつかの傾向や類
似製品の情報から、許容され得るコスト制約領域を
設定できても、コスト制約の明確な値を確信を持っ
て設定できない場合が多いであろう。こうした状況
では、コスト制約を変化させた場合の最適パフオー
マンスの変化（感度分析）を、視覚化してグラフに
表すことが効果的である。著者らはこのようなグラ
フを提案し、コストーパフォーマンス曲線（Cost
PerfbrmanceCuIve:CPC）と呼んでいる。組み合わ
せ代替案（CA）の集合から作られるＣＰＣの例は図
３に示されている。ＣＰＣは意思決定において有効な
情報を如何にして視覚化するかと言う視点から提案
されている(8)。ＣＰＣを用いた製品開発では、ＣＤの
自販機の事例研究［１９］と複写機の事例研究［20］
も行われている。
また、これらの研究の本質的な拡張として、コン
カレント度という新たな概念を導入して製品開発の
時間要因を考慮した一連の研究［7]，［21]～[22］
も行われているが、これについては割愛する。
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4．投資の意思決定研究における経済性工学の役割
鉦呈忌jtfF器it品言忌
４．１経済性工学の概観
経済的意思決定に関する研究は、会計学（管理会
計)、企業経済学、エンジニアリングエコノミー、
品質管理、オペレーションズリサーチ、インダスト図２製品開発の階層図
リアルエンジニアリングなどの広範な領域で扱われ
てきた。日本では「経済性工学」という名の下で、
経済的な意思決定における基本的な原則と実践的な
手法を整理し、それらを普及させるための体系化の
努力が、慶庭義塾大学の故千住鎮雄教授を中心と
するグループによって長年にわたり行われてきた
[31]～[34]･
具体的には、比較の原則（比較の原則、割り勘計
算と損得計算、手余り状態と手不足状態における損
失、埋没費用)、投資案の評価と資金の時間的価値
(異なる時点の資金価値の比較、時間換算の方法)、
条件に応じた判断指標の使い方（独立案、排反案、
混合案からの選択問題)、経営に役立つ簡便な近似
解法の提案などを、豊富な例題を用いながら分かり
やすく体系的に解説している。
経済性工学は、経済的な意思決定を対象としてい
るから、金銭的に測定可能な意思決定、言い換えれ
ば、金銭を評価基準に使用した意思決定を対象にし
ている。金銭的に測定できない諸要因（インタンジ
ブルファクター）を考察する前に、まず金銭的に評
価可能な問題を整理検討した後に、これらの諸要因
を勘案して意思決定すべきであるという立場に立っ
ている。経済性工学が提唱された時代には、投資の
意思決定の対象は主に金銭的評価が比較的容易な生
産現場の投資が主であったから、分析の中心は投資
の経済的効果に向けられていた。しかしながら、２
章、３２節、３３節で明らかにしたように、技術革新
下における意思決定の評価基準は、戦略的、定性的、
多目標的な性格を有しており、必ずしも、金銭的な
評価基準のみが使用されているわけではない，こう
した評価基準は、経済性工学ではインタンジブル・
ファクターとして扱われ、分析の対象外とされてき
たが、技術革新をはじめとする環境変化の下で、一
躍､意思決定の重要な要因として認識されつつある。
幸いにも、近年、意思決定の領域で、定性的・多目
標的な評価基準を取り扱うＡＨＰやＤＥＡなどの手法
が開発され実用に供せられるようになって、このよ
うな評価基準を有する問題を分析することが可能に
なっている。研究開発を含む投資対象領域の拡大、
キャシュフローという一目標から金銭的尺度を含め
た多目標評価基準の使用機会の増大という時代の潮
流の下で、投資の意思決定分析の内容は次第に変化
しつつあると言えよう。
また、経済'性工学が提唱された時代には、コンピ
ュータやソフトウェアの性能が低かった。このよう
な状況では、最適解の代わりに近似解法を工夫する
ことも重要であった。今では、コンピュータの性能
向上、アプリケーション・ソフトウェアの質的向上
によって、複雑なモデルの解を求めることも比較的
容易となっている。コンピュータ・グラフイクスの
進歩によって、視覚に訴える効果的な情報提示も可
能となっている。
４．２経済'性工学の役割の再吟味
経営資源としての資金を効果的に調達、配分し、
効率的に利用し、利益を得ようとする経営活動で、
投資の経済的意思決定は極めて重要な課題である。
この課題は、国連、政府、地方自治体をはじめとす
る種々の非営利の組織活動においても、ムリ・ム
ダ・ムラを排除し費用の削減に努めると同時に、組
織活動の維持・発展を目指した収益の拡大を図るた
めにも、やはり重要である。金銭で評価され得る投
資の意思決定の諸問題は今後も意思決定の重要な問
題であり、経済'性工学で扱われている原則、諸技法
の適用が可能となる。このような意味で、経済性工
学は今後も経済的な投資の意思決定で重要な役割を
果たしつづけると考えられる。
それと同時に、非金銭的な評価基準を含む多目標
型の意思決定においても、経済性工学は有効であろ
う。２章で述べたように、投資の意思決定の評価基
準が、定性的、多目標的、非金銭的な尺度で評価さ
れるような状況では、複利計算法に基づいた計算シ
ステム(9１（投資案の評価と資金の時間的価値：異な
る時点の資金価値の比較、時間換算の方法）が適用
され得なくなる。複利計算システムは、異なった時
点で発生する金銭的価値を同一時点の価値に等価変
換することによって、異なった時点で発生するキャ
ッシュフローを伴う代替案間の比較を可能とする。
他方、非金銭的な価値基準を使用した場合には、異
なった時点での価値基準の変化を把握することが難
しくなるから、異なった時点での代替案の比較は一
般には困難になる。意思決定が同一時点でなされる
とか､異なった時点間の価値基準が不変であるとか、
あるいは、異なった時点での価値基準が明確に想定
され得る状況では、非金銭的な価値基準を使用した
モデリングが可能となろう。
－１５－
このように多目標的､定‘性的な価値基準の導入は、
複利計算法に基づく計算システムが適用されにくく
なるという問題点を有するが、経済性工学で提唱さ
れてきた種々の考え方と技法は、以下に示すような
点でこれからもなお有効であると考えられる：
(1)多目標評価基準に対する意思決定分析の考え方
と方法が利用可能
製品開発など投資の意思決定において、各評価項
目にウェイトをつけ重み平均を算出することによっ
て、一目標の総合評価値（スカラー）に変換され得
る。その結果、複利計算法に基づく計算システムを
除いて、制約条件の下で総合評価値を最大にする代
替案の決定などで、経済性工学で提唱されている
種々の投資の考え方と技法やＯＲの最適化の技法な
どが適用可能となる。
(2)投資の意思決定構造の認識
経済性工学では、意思決定の構造（現実の意思決
定において、目的関数、制約条件の存在）を認識す
ることの重要’性を強調している。３．２節の製品開発
モデルでは、コスト制約の下で、総合評価値を最大
にするという評価基準が使用されている。各機能ユ
ニットの代替案は１つが選ばれると他は選ばれ得な
いという意味で、経済'性工学で提案されている「排
反的諸案からの選択問題」となっている。また、各
機能ユニットの代替案は､相互に影響し合わないで、
コスト制約、目的関数（総合評価値）に関して加法
性が成立するという意味で｢独立案からの選択問題」
となっている。結局、この問題は、「混合案からの
選択問題」という構造を持っている。既に明らかに
したように、技術進歩下で生ずる意思決定問題は、
これまで経験したことがないような新規な問題であ
る場合が多い。漠然とした問題を構造的に把握し、
さらに、高度の技術を必要とするモデルの構築を行
うためには、経済性工学で明らかにされている様々
な知見が必要とされよう。
(3)グラフや近似解法を利用した簡便な解法や分か
り易い情報提示の重視
製品開発におけるコストーパフォーマンス曲線
は、コスト制約の変化におけるパフォーマンスの変
化（感度分析の結果）を視覚に訴える分かり易い方
法として提案したものである。
(4)問題設定の妥当性と解析結果の経済的．経営的
意味づけを重視
経済性工学では、対象とする問題が現実に意味の
ある問題であるかどうか、また、得られた結果が経
済的・経営的にどのような意味を持つかの考察を重
視している。経済性工学の知識によって、意思決定
モデルを構築し、解析するときに犯す誤りの可能性
を減少させ、意味のあるモデルの構築、解析が可能
となる。
経済性工学に関する研究（設備投資の経済的意思
決定）に長年関わってきた経験から、「経済性工学
は、経済性分析にかかわる専門知識の修得だけでは
なく、経営の意思決定に関する基本的な考え方、経
営システムエ学に必要なセンス、バランス感覚、モ
デリングの技術を修得するために重要である」と言
えよう。
5．モデリング・アプローチによる投資の
意思決定研究の課題
著者は、モデリング・アプローチによって現実の
問題解決・意思決定に有効な‘情報を提供するために
は、問題指向（problem-oriented）と技法指向
(technique-oriented）の２つのアプロー チをバラン
ス良く追求することが重要であることを主張してき
た''０１［１８]。最初に、問題指向的アプローチについ
て考察しよう。
技術革新をはじめとする外部環境変化の下での意
思決定問題は、表ｌに示したように、悪構造的、戦
略的、定性的、リスクの大きい問題である。激しい
環境変化の下で、どのような新たな問題が時代の潮
流となり得るのか、それに対して、どのような戦略
を構築すればよいのかという、問題設定力、仮説構
想力、戦略企画力が重要になる。これらは、技術経
営、研究開発、経営戦略/技術戦略などの専門的な
知見と、先見性、洞察力によって、より良く遂行さ
れ得るであろう。時代の潮流を反映したユニークな
問題設定（問題の発見や創造)、設定された問題に
対する解決策・代替案（仮説）の構想力と実現可能
性に対する洞察力が重要な課題になる。自分の専門
領域に閉じこもるのではなく、絶えず外部環境の変
化に留意し、自分の専門領域を豊かにしていくこと
が重要であろう。
問題全体を１つのモデルによって記述することは
不可能であろう。従って、モデリング・アプローチ
－１６－
よる投資の意思決定研究にあたっては、取りあげら
れている問題のどの部分が検討に値する本質的な意
思決定問題となり得るかを見極める必要があろう。
すなわち、考慮中の問題解決においてクリティカル
な意思決定は何かを見極める必要がある。そして、
そのような意思決定が問題として記述され得るため
には、どんな要因、条件を考えれば良いかを明らか
にすることである。意思決定をモジュール化し必要
に応じて利用しようとする立場に立つならば、対象
としている意思決定問題が他の局面でも度々生じ得
るかどうかの見極めが重要となろう。この段階で、
経済'性工学で提案されている意思決定に関する種々
の知見が効果的に利用され得る。
次に、技法思考的アプローチとして、記述された
問題に対して、モデル化、解析（プログラミング、
最適化、統計解析、シミュレーションなど)、情報
表示（プレゼンテーション)、意思決定支援のため
のプログラムの開発などが必要に応じて実施される
であろう。このうち、意思決定の問題をモデル化す
る部分が最も困難であると考えられるi''１．
解析の部分は学習によって着実に進歩し得るが、
モデリングは経験から得られた暗黙知が重要な役割
を果す領域である。そもそも、言葉では容易に表現
し得ない知見が暗黙知といわれる所以でもあり「経
験を積むしか方法はない」と言ってしまえばそれま
でだが！この能力を何とかして高めることが重要な
課題となろう。著者の経験によれば、その鍵は４章
で述べた経済性工学にあると考えられる。問題設定
の妥当性、実際状況に即した目的関数や制約条件の
適切な選択、経営戦略や技術戦略と整合‘性のとれた
評価基準や代替案の設定、代替案の選択により期待
される効果（仮説構想力)、解法の提示、意思決定
に役立つ情報提示の方法などが、モデルの構築にお
ける重要な視点となろう。研究のオリジナリティー
をどこに求めるかは絶えず留意されなければならな
い○
6．おわりに
本研究では、モデリング・アプローチによる研究
から得られた暗黙知を多少なりとも明示知化しよう
と試みている。経験に基づく暗黙知を抽出し議論を
論理的、体系的に組み立てることは、モデリング・
アプローチによって個別の研究を実施するよりも、
はるかに困難な作業であることを、今、実感してい
る。なぜならば、暗黙知は言葉で表現し難いし、た
とえ表現し得たとしても、経験を共有していない他
の人々を客観的、論理的に説得することが極めて難
しいからである。
著者は、モデリング・アプローチによって意思決
定過程のすべてを記述できるとは考えていない。む
しろ、意思決定過程の比較的小さな部分をプロトタ
イプ・モデルで記述することによって、これをモジ
ュール化［5］し、意思決定の基本的構造を記述し
ようと試みている。開発された複数の基本的なプロ
トタイプ･モデルを意思決定の局面に応じてカスタ
マイズし、それらを組み合わせて使用する、つまり、
モデルを意思決定のツールとして使用しようとする
発想に基づいている。このためには、今後もより多
くの基本的なプロトタイプ・モデルをモジュールと
して開発することが必要とされよう。
環境変化のもとでモデリング・アプローチが効果
的に機能し得るためには、特に、経営戦略や技術戦
略とのリンクを強めたモデルの開発が重要となろ
う。意思決定過程には戦略など定量的に記述できな
い部分（記述的モデル）が存在するから、現実に適
用可能なモデルを構築するにあたっては、意思決定
過程を記述的部分といくつかの定量的なモデル（モ
ジュール）によって構成し、記述的な部分を定量的
なモデルに反映させることが必要となる('2)。このこ
とは、モデリング・アプローチにおける問題指向と
技法指向の２つのアプローチをバランス良<達成さ
せることの重要性を意味している。
注
(1)例えば、新たな環境変化に適応するビジネスモ
デルの提案は「問題創造」の典型的な例である。
(2)例えば、「現時点では暖昧であるからこのステ
ップを飛ばして先に進み後で戻って考える｣、「意
思決定に容易に組み込まれ得ない条件や要因を勘
案して､意思決定を経験や勘に基づいて修正する」
等の場合が生じ得るであろう。
(3)基礎研究プロジェクトの評価に関して、最適解
を意思決定者の経験と勘に基づいて修正するメカ
ニズムを組み込んだモデルが著者らによって提案
されている［23]。
－１７－
(4)近年、バイオテクノロジーや遺伝子工学のよう
に、科学と工学･技術の結びつきが強まり、科学
の成果が工学･技術を通じて社会へ即座に応用さ
れる傾向が強まっている。こうした状況下で、地
球環境、人類、社会、人間、消費者、顧客にとっ
ての良し悪しの価値基準が厳しく問われ始めてい
る。科学においても、生命倫理など価値基準の確
立が急務とされている。
(5)この点は文献［23］を参照のこと。また、情報
化投資は設備投資の形態をとるものの、経営に与
えるインパクトと複雑さの度合いから、研究開発
投資と類似の特徴を備えていると言えよう。
(6)半導体の設備投資は、多い会社で１社当たり年
に１０００億円以上にものぼる（2004年度（計画ベ
ース、単位億円）ソニー：1,900、ＮＥＣエレクト
ロニクス：1,670、東芝：1,540、松下電器産業：
900、ルネサステクノロジー：９００；日経産業新聞
2004/5/３より）。最小線幅の微細化やウエハーの
大口径化に伴う設備の陳腐化、激しい市場競争に
よる市況の悪化によって、巨額の投資額が回収さ
れえない等のリスクが存在している。また、ＨＤ、
ＦＤ，ＭＯ、ＣＤ、ＤＶＤ、ＵＳＢ対応のメモリーステ
ィックの登場など、メモリー技術、素材技術の急
速な変化は、この分野における設備投資のリスク
を高める要因となっている。
(7)他の研究を含めたより詳細な研究の紹介は文献
［24］でなされている。
(8)ＣＰＣ（与えられたコスト制約における最適な組
み合わせ代替案（CA）を結んだ折れ線）の下側
に位置するＣＡは意思決定に関係しない無資格案
になっていることが容易に理解される。
(9)資金の時間的価値に関して、現価、終価、年価
の３つのタイプの価値が考えられる。これらの３
つの価値は、複利計算法によって相互に変換させ
ることが可能である。
⑩文献［18］では、激しく変化しつつある外部環
境変化の下で、経営工学が技法偏重を脱して、経
営学や経済学など他分野の領域の知見を積極的に
取り込むべきであることを提案した。その後、産
業界からもこうした見解が発表され、また、大
卒・大学院卒の理工系技術者が技術経営
（TechnologyManagement；Managementof
Technology：MOT)、経営戦略などを大学院で学
ぶ昨今の状況から判断しても、この主張は今でも
妥当であると考えている。
(11）この問題は文献［24］で検討されている。
(12）具体的には、文献［7]，［23］に記述されてい
る。
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